
JP 2017-516162 A5 2018.6.21

10

【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第６部門第２区分
【発行日】平成30年6月21日(2018.6.21)

【公表番号】特表2017-516162(P2017-516162A)
【公表日】平成29年6月15日(2017.6.15)
【年通号数】公開・登録公報2017-022
【出願番号】特願2017-512629(P2017-512629)
【国際特許分類】
   Ｇ０２Ｂ   3/00     (2006.01)
   Ｂ２９Ｃ  59/02     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｇ０２Ｂ    3/00     　　　Ｚ
   Ｂ２９Ｃ   59/02     　　　Ｚ

【手続補正書】
【提出日】平成30年5月9日(2018.5.9)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光学素子を含む光学構造を製造するための複製ツールであって、
　光学構造の一部のネガを規定する形状と、縦方向に整列された中心軸とを有する中央部
と、
　横方向に沿って前記中央部を囲む周囲部と、
　接触面と呼ばれる平面を規定する１つ以上の接触支持棒とを含み、
　前記複製ツールのすべての部分は、前記接触面の同一側面に配置され、
　前記接触面から、前記接触面と垂直に整列された方向に沿って前記側面に指す方向は、
縦方向として規定され、
　前記縦方向に垂直な方向は、横方向として規定され、
　第１方位角範囲において、前記周囲部は、前記中心軸から外側に面し、第１補償面と呼
ばれる表面を形成し、
　第２方位角範囲において、前記周囲部は、前記中心軸から外側に面し、第２補償面と呼
ばれる表面を形成し、
　方位角範囲は、前記中心軸の周囲の横方向平面における角度範囲として規定され、
　前記中心軸を含む前記第２方位角範囲内の任意の断面における前記第２補償面の峻度は
、前記中心軸を含む前記第１方位角範囲内の任意の断面における前記第１補償面の峻度よ
りも大きく、前記峻度の両方は、それぞれの表面の前記中心軸からの距離の増加に対して
、それぞれの表面の縦座標の増加として規定され、
　前記中心軸を含む前記第１方位角範囲内の任意の断面において、前記第１補償面の横方
向の全体に亘って、前記第１補償面の前記接触面からの距離は、前記中心軸からの距離の
増加に伴って増加し、前記第１補償面は、前記第１補償面の前記接触面からの距離が前記
中心軸からの距離の増加に伴って増加しない前記中心軸からの距離で終了し、
　前記中心軸を含む前記第１方位角範囲内の任意の断面および／または前記中心軸を含む
前記第２方位角範囲内の任意の断面において、前記周囲部は、保持部としての部分を含み
、この部分において、前記複製ツールは、それぞれの断面における前記接触面に対して最
小の非ゼロ距離を有し、前記保持部は、前記中央部とそれぞれの補償面との間に位置し、
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　前記保持部は、保持セクションとしてのセクションを含み、このセクションにおいて、
前記複製ツールは、前記接触面と実質的に平行に配置され、
　前記保持部は、横方向に沿って前記中央部を完全に囲む、複製ツール。
【請求項２】
　前記中心軸を含む前記第１方位角範囲内の任意の断面において、前記第１補償面は、前
記中心軸からの距離の増加に伴って減少する峻度を有する、請求項１に記載の複製ツール
。
【請求項３】
　前記中心軸を含む前記第２方位角範囲内の任意の断面において、前記第２補償面は、一
定の峻度または前記中心軸からの距離の増加に伴って増加する峻度を有する、請求項１ま
たは２に記載の複製ツール。
【請求項４】
　前記中心軸を含む前記第１方位角範囲内の任意の断面において、前記第１補償面は、連
続的に微分可能である、請求項１～３のいずれか１項に記載の複製ツール。
【請求項５】
　（ａ）第１基板面を有する基板を提供する工程と、
　（ｂ）請求項１～４のいずれか１項に記載の複製ツールを提供する工程と、
　（ｃ）一定量の複製材料を供給する工程と、
　（ｄ）前記量の複製材料を前記基板と前記複製ツールとの間に配置して、前記基板と前
記複製ツールを互いに向かって移動する工程と、
　（ｅ）前記複製材料を硬化させる工程とを備える、光学装置の製造方法。
【請求項６】
　光学装置であって、
　第１基板面を有する基板と、
　前記第１基板面上に設けられた光学構造とを備え、
　前記光学構造は、光学素子と、横方向に沿って前記光学素子を囲む周囲部とを含み、
　前記周囲部は、メニスカス部と呼ばれる部分と、前記光学素子と前記メニスカス部との
間に設けられた中間部と呼ばれる部分を含み、
　前記周囲部は、前記メニスカス部において、凹状メニスカスを形成し、
　前記メニスカス部と前記中間部とが隣接する箇所に、稜線が存在し、
　第１方位角範囲において、前記中間部は、前記光学素子の縦方向に整列された中心軸に
面し、第１引上げ面と呼ばれる表面を形成し、
　第２方位角範囲において、
　（Ｉ）前記中間部は、前記光学素子の中心軸に面し、第２引上げ面としての表面を形成
し、前記第２引上げ面は、前記第１引上げ面よりも前記中心軸に対してより急峻に配置さ
れ、および
　（ＩＩ）前記中間部は、保持面としての表面を形成し、前記保持面は、前記中心軸を含
む前記第２方位角範囲内の任意の断面において、前記第１基板面と実質的に平行に配置さ
れ、前記稜線によって規制される端部を有し、
　前記第１基板面と平行な方向は、横方向として規定され、
　前記第１基板面から離れる方向に指す方向は、縦方向として規定され、
　方位角範囲は、前記中心軸の周囲の横方向平面における角度範囲として規定され、
　前記保持面は、横方向に沿って前記光学素子を完全に囲む、光学装置。
【請求項７】
　前記光学構造と前記第１基板面との間の接触角は、４０°未満である、請求項６に記載
の光学装置。
【請求項８】
　前記光学素子は、前記第１基板面において、楕円形の境界線または輪郭を有するフット
プリントを備える、請求項６に記載の光学装置。
【請求項９】
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　前記光学素子は、前記第１基板面において、円形の境界線または輪郭を有するフットプ
リントを備える、請求項６に記載の光学装置。
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